
１　総括
（１）人件費の状況（普通会計（一般会計、松診・四万診会計）決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
　　　２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。

（３）特記事項
　　　　特になし

（４）ラスパイレス指数の状況（平成２４年４月１日）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給
　　　　与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単
　　　　純平均したものである。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いと
　　　　した場合の値である。

（５）給与改定状況
　　①月例給

(
　（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラ
　　　　スパイレス比較した平均給与月額である。　　※人事委員会未設置のため未記入

梼原町の給与・定員管理等について

区分
住民基本台帳

人口
（年度末）

歳出額

Ａ

実質収支 人件費

Ｂ

人件費率

(Ｂ／Ａ)

（参考）
23年度の
人件費率

24 年度
H25 .3.31 千円 千円 千円 ％ ％

3,750 人 5,338,424 89,361 499,571 9.4 9.1

区分
職員数

Ａ

給　　　与　　　費 一人当たり
給　与　費
（Ｂ／Ａ）

（参考）23年度
類似団体平均一
人当たり給与費給　　料 職員手当

期末・
勤勉手当

計　 Ｂ

24 年度 60
千円 千円 千円 千円 千円 千円

182,323 16,650 61,156 260,129 4,335 5,448

（参考）
国の改定率民間給与 公務員給与 格差 勧告

Ａ Ｂ
円 ― 円

区分
人事委員会の勧告

給与改定率

改定なし
％

Ａ－Ｂ （改定率）

― 年度 ―
円

―
%)

―
％

―
％

89.7 102.5 94.6 
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　　②特別給

　（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務
　　　　員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。※人事委員会未設置のため未記入

２　一般行政職給料表の状況（平成２５年４月１日現在）
（単位：円）

　（注）１　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）
　　①一般行政職

　（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本
　　　　　　給の平均である。
　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当
　　　　　　時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与
　　　　　　実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤
　　　　　　務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員
　　　　　　と同じベースで再計算したものである。
　　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧
　　　　　　書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

区分
人事委員会の勧告

年間支給月数
（参考）
国の年間
支給月数

民間の支給割
合　　　　Ａ

公務員の支給
月数　　　Ｂ

格差 勧告
Ａ－Ｂ （改定月数）

―
月

―
月

― 年度 ―
月

―
月

3.95
月

―
月

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

390,400 402,800

６級

１号給の
給与月額

135,900 186,100 223,200 262,200 289,500 320,900

424,900

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

最高号給の
給与月額

244,000 309,500 356,700

梼原町 38.1 歳 269,800 円 306,800 円 306,800 円

高知県 43.4 歳 330,578 円 390,281 円 351,179 円

国
（H24.4.1）

42.8 歳
304,944

（329,917）
円 ― 円

372,906
（401,789）

円

類似団体
（H24.4.1）

42.3 歳 310,750 円 349,009 円 340,152 円



（２）職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　　（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした
　　　　　　　　場合の値（減額前）である。

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

　　（注）１梼原町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
　　　　　２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級
　　　　及び５級をそれぞれ統合）

区　　分
梼　　原　　町 高　　知　　県 国

決定初任給 決定初任給 決定初任給
（H24.4.1）

一　般
行政職

大学卒 172,500 円 172,500 円 163,987（172,200） 円
短大卒 153,100 円 ― 円 ― 円
高校卒 140,400 円 140,400 円 133,418（140,100） 円

区　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一　般
行政職

大学卒 234,133 円 309,500 円 409,100 円
短大卒 － 円 － 円 － 円
高校卒 198,500 円 － 円 － 円

区　分 標準的な職務の内容 職員数 構成比
６級 課長、参事、センター長、室長、事務長、会計管理者 3 人 5.6 ％
５級 課長、参事、センター長、室長、事務長、会計管理者 11 人 20.4 ％
４級 事務長、所長、園長、主監、技監、係長、主任 1 人 1.9 ％
３級 所長、係長、主幹、主任 18 人 33.3 ％
２級 主事、技師、保育士、教諭、看護師、保健師、社会福祉士 6 人 11.1 ％
１級 主事補、技師補、主事、技師、保育士、教諭、看護師、保健師、社会福祉士 15 人 27.8 ％
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（２）昇給への勤務成績の反映状況
　　　一般的に、１２か月を良好な成績で勤務したときは、４号給（５５歳以上の者２号給）上
　　位の号給に昇給させることができます。（平成２２年３月末までは１号抑制として３号給。
　　５５歳以上の者は１号給）勤務成績が特に良好な場合等は、さらに昇給させることができ、
　　その状況は、次表のとおりです。

５　職員手当の状況
（１）　期末・勤勉手当

1人あたり平均支給額(24年度) 1人あたり平均支給額(24年度)
円 円

( 年度支給割合) ( 年度支給割合) ( 年度支給割合)
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分
( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分

　　（注）　（　）内は、再任用に係る支給割合である。

　【参考】平成２４年度勤勉手当への勤務実績の反映状況
　　　勤務実績に応じ、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階評価とし勤勉手当支給割合に差をつけてい
　　る。その状況は、次表のとおりです。

＋0.20 ＋0.10 +-0.00 －0.10 －0.20

（２）退職手当（平成２５年４月１日現在）
　　　退職手当は、職員が退職する場合に、勤務した年数及び退職の理由に応じて支給され、梼
　　原町は高知県市町村総合事務組合に加入し、退職者には当該組合から支給されています。

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分
その他の加算措置　　有 その他の加算措置　　有
１人当たり平均支給額

千円 千円
　　（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され
　　　　　た平均額である。

（３）地域手当
　　　手当支給地域に該当しておらず支給なし。

（４）特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）
　　　普通会計職員について特殊勤務手当の支給なし。

区　　分 合　　計 一般行政職 医療職

24 年度

職　員　数　　　　　　(Ａ) 102 人 73

勤務成績が特に良好であり４
号級以上の昇給した職員(Ｂ)

0 人 0 人 0

0.00 ％ 0.00

人 29 人

人

％

梼　　原　　町 県 国

－
1,175,000 1,544,000

比　　率
(Ｂ)／(Ａ)

0.00 ％

24 24 24

2.60 1.30 2.55 1.30 2.60 1.35
1.40 0.65 1.40 0.65 1.45 0.65

（加算措置の状況）
　 職制上の段階、職務の級等
　 による加算措置　　　有

（加算措置の状況）
　 職制上の段階、職務の級等
　 による加算措置　　　有

（加算措置の状況）
　 職制上の段階、職務の級等
　 による加算措置　　　有

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
６月 0 人 1 人 96 人 2 人 3 人 102 人

１２月 0 人 1 人 96 人 4 人 1 人 102 人

梼　　原　　町 国

23.03 28.79 23.03 28.79
32.83 38.96 32.83 38.96
46.55 55.86 46.55 55.86
55.86 55.86 55.86 55.86

24 年度 21,517 12,370



（５）時間外勤務手当（一般会計）

（６）その他の手当（平成２５年４月１日現在）

配　　 偶 　　者： 円

その他の扶養親族： 円

（ただし、扶養親族でない配偶者を有する場合の１人目： 円）
特　定　扶　養　： 円加算

借　家：基礎控除額 円

　　　　最高支給限度額 円

交通機関利用者：最高支給限度額 円

交通用具使用者：通勤距離に応じ 円～ 円

管理又は監督の地位にある

円(課長､室長､ｾﾝﾀｰ長､病院長､事務長、保育所長)

円(参事、副院長、看護師長)

支給実績

円
円
円
円

６　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）
　　　町長などの特別職の給料、報酬等は「梼原町特別職報酬審議会」の意見を聴き、一般職と
　　は別に条例で定めることになっています。

（24年度支給割合）
月分

（24年度支給割合）
月分

（算定方式） （支給時期）

支　　 給　　 実　　 績(平成24年度決算) 5,079 千円
職員１人当たり平均支給年額(24年度決算) 70 千円
支　　 給　　 実　　 績(平成23年度決算) 6,350 千円
職員１人当たり平均支給年額(23年度決算) 64 千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

扶養手当

13,000

同
6,500

11,000

5,000

住居手当
12,000

同
27,000

通勤手当
55,000

同
2,000 24,500

管理職手当 異15,000

10,000

手　当　名
支　給　実　績

（24年度実績）

支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
（24年度実績）

扶養手当 6,974 千円 199,257
住居手当 4,391 千円 258,294
通勤手当 2,964 千円 87,176

管理職手当 2,340 千円 167,142

区　分 給　　料　　月　　額　　等

給
　
料

（参考）類似団体における最高／最低額(H24.4.1)

町　長 620,000 円 830,000 円／ 495,000 円
副町長 570,000 円 669,000 円／ 421,500 円

報
　
酬

議　長 261,000 円
副議長 214,000 円
議　員 190,000 円

期
末
手
当

町　長
副町長 2.60
教育長
議　長
副議長 2.60
議　員

退
職
手
当

町　長 　　給料×５００／１００×在職年数  退職時（任期毎）
副町長 　　給料×３００／１００×在職年数  退職時（任期毎）
教育長 　　給料×２５０／１００×在職年数  退職時（任期毎）



７　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 各年４月１日現在

[ ] [ ] [ ]
　　（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　　　２　［　］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

区分 職　員　数 対 前 年
増 減 数

主な増減理由
部門 平成２４年 平成２５年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 1 1 0

税務 2 2 0
総務 18 16 -2 欠員不補充

民生 15 14 -1 欠員不補充
衛生 7 7 0
労働 0 0 0
農林水産 4 5 1 欠員補充
商工 1 2 1 欠員補充
土木 7 8 1 業務増

計 55 55 0
＜参考＞H24.4.1
人口１万人当たりの職員換算数　144.62人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　170.24人）

教育部門 12 13 1 欠員補充

小　　計 67 68 1
＜参考＞H24.4.1
人口１万人当たりの職員換算数　176.18人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　204.53人）

公
営
企
業
等

病院 29 31 2 欠員補充
水道 1 1 0
下水道 1 1 0
その他 5 5 0

小　　計 36 38 2

合　　　計
103 106 3
136 136 0

区分
20歳

未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

60歳
～ 計

職員数 3 7 6 7 23 11 13 6 9 13 8 0 106
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20未満 24～27 32～35 40～43 48～51 56～59 



（３）職員数の推移
（単位：人・％）

　（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

８　職員の勤務時間その他の勤務状況

９　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（延べ回数） （平成２４年度中）

（２）懲戒処分の状況（延べ回数） （平成２４年度中）

年度
20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 25 年

過去５年間の
増減数　(率)部門別

一般行政 48 51 49 49 55 55
7

（ 14.6 ％）

教育 19 15 14 13 12 13
-6

（ -31.6 ％）

普通会計計 67 66 63 62 67 68
1

（ 1.5 ％）

公営企業等
会計　　計

41 39 40 39 36 38
-3

（ -7.3 ％）

総　合　計 108 105 103 101 103 106
-2

（ -1.9 ％）

１週間の正規
の 勤 務 時 間

１日の正規の
勤 務 時 間

開始時間 終了時間 休憩時間 休息時間

40.0 8.0 8:30 17:30 1:00 －

降任 免職 休職 降給 合計

1

勤 務 実 績 が 良 く な い 場 合 地公法第28条第1項第1号 0 0

0 0

0

心 身 の 故 障 の 場 合
地公法第28条第1項第2号
           第2項第1号

0 0 1

0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

地公法第28条第1項第4号 0 0 0

職 に 必 要 な 適 格 性 を 欠 く 場 合 地公法第28条第1項第3号

0 0

刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場 合 地公法第28条第2項第2号 0

0 0 1 0

0

条 例 で 定 め る 事 由 に よ る 場 合 地公法第27条第2項 0

1

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告

合　　　　　　計

法 令 に 違 反 し た 場 合 地公法第29条第1項第1号 1 0 0 0 1 0

職務上の義務に違反し又は
職 務 を 怠 っ た 場 合

地公法第29条第1項第2号 3 0 0 0 3 7

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

地公法第29条第1項第3号 0 0 0 0 0

合　　　　　　計 4 0 0 0 4 7



１０　職員の服務の状況（一般職）

　　職員の年次有給休暇の取得状況（平成２４年１月１日～平成２４年１２月３１日）

１１　職員の研修及び勤務成績の評定状況

（１）職員の研修状況（平成２４年度中）

　　　ア　階層別研修（こうち人づくり広域連合主催）
　　　　・　新採用職員研修（一般） 　　　　・　基礎研修（管理職）
　　　　　　　受講者：　１２名 　　　　　　　受講者：　９名
　　　　・　採用　３年目研修 　　　　・　採用１０年目研修
　　　　　　　受講者：　１名 　　　　　　　受講者：　１名
　　　　・　企業決算書の見方研修 　　　　・　行財政問題研究研修
　　　　　　　受講者：　３名 　　　　　　　受講者：　１名
　　　　・　地方自治法・地方公務員法研修
　　　　　　　受講者：　１名
　　　イ　その他研修
　　　　・　経営品質 　　　　・　法政執務研修 　　　　・　情報セキュリティ研修
　　　　　　　若手職員対象 　　　　　　　受講者：　４２名 　　　　　　　受講者：　３５名

（２）勤務成績の評定状況
　　　ア　定期昇給に伴う勤務成績の評定（平成２４年度定期昇給）

　　　イ　勤勉手当（平成２４年６月、１２月）

　　　ウ　条件付き採用職員

１２　職員の福祉及び利益の保護について
・財団法人　高知県市町村職員互助会への公費支出
　　平成２４年度決算額：１，９５９千円
　　会員数　　　　　　：　　１０４名
　　平成２４年度決算額：２，００４千円
　　会員数　　　　　　：　　１０２名
・該当事業
　　永年勤続表彰
　　保養施設利用助成
　　人間ドック助成

１３　公営企業職員の状況
（１）病院事業
　　①職員給与費の状況
　　ア　決算

総付与日数 総取得日数 職員数 平均取得日数 消化率

1,662 日 467 日 42 人 11.1 日 28.1 ％

人数（人） 備　　考
特に良好 4
良　　好 93
不　　良 5

６月（人） 12月（人） 備　　考
特に良好 1 1
良　　好 96 96
不　　良 5 5

人数（人） 備　　考
良　　好 －
不　　良 －

区分
総費用

純損益
又は実
質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

(参考)
23年度の総費用に占
める職員給与費比率A B B/A

24 年度
千円 千円 千円 ％ ％

497,521 39,778 279,965 56.27 57.69



（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
　　　２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

　　イ　特記事項
　　　　特になし

　　②職員の基本給、平均月収入額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

（注）　　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

　　③職員の手当の状況
　　ア　期末手当・勤勉手当

1人あたり平均支給額(24年度) 1人あたり平均支給額(24年度)
円 円

( 年度支給割合) ( 年度支給割合)
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分
( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分 ( ) 月分

　　（注）　（　）内は、再任用に係る支給割合である。

　　イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）
　　　退職手当は、職員が退職する場合に、勤務した年数及び退職の理由に応じて支給され、梼
　　原町は高知県市町村総合事務組合に加入し、退職者には当該組合から支給されています。

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分
その他の加算措置　　有 その他の加算措置　　有
１人当たり平均支給額

千円 千円
　　（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され
　　　　　た平均額である。

　　ウ　地域手当（平成２５年４月１日現在）

区分
職員数

Ａ

給　　　与　　　費 一人当たり
給　与　費
（Ｂ／Ａ）

（参考）
23年度平均一人

当
たり給与費

給　　料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　 Ｂ

24 年度 31
千円 千円 千円 千円 千円 千円

112,966 127,624 39,375 279,965 9,031 9,224

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

梼 原 町 38.1 歳 269,800 円 306,800 円

梼 原 病 院 42.6 歳 301,600 円 408,164 円

団 体 平 均 40.2 歳 562,284 円

梼　　原　　町 梼　原　病　院

1,175,000 1,270,000
23 23

2.60 1.30 2.60 1.30
1.40 0.65 1.40 0.65

（加算措置の状況）
　 職制上の段階、職務の級等
　 による加算措置　　　有

（加算措置の状況）
　 職制上の段階、職務の級等
　 による加算措置　　　有

梼　　原　　町 国

23.03 28.79 23.03 28.79
32.83 38.96 32.83 38.96
46.55 55.86 46.55 55.86
55.86 55.86 55.86 55.86

24 年度 0 0

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 実 績 ） 1,063 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 354,000 　円
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

２級地 3 ％ 3 人 ― ％



　　エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

　　オ　時間外勤務手当

　　（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

配　　 偶 　　者： 円

その他の扶養親族： 円

（ただし、扶養親族でない配偶者を有する場合の１人目： 円）
特　定　扶　養　： 円加算

借　家：基礎控除額 円

　　　　最高支給限度額 円

交通機関利用者：最高支給限度額 円

交通用具使用者：通勤距離に応じ 円～ 円

管理又は監督の地位にある

円(課長､室長､ｾﾝﾀｰ長､病院長､事務長、保育所長)

円(参事、副院長、看護師長)

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ） 2,119 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 30,200 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度） 30 ％

手　当　の　種　類　（　手　当　数　）
手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務左記職員に対する支給単価

管理手当 病院長の職にある者 病院長の職にある者 70,000円/月
研究研修手当 医師 医師 50,000円以内/月
研究研修手当 放射線技師 放射線技師 20,000円以内/月
研究研修手当 理学療法士 理学療法士 20,000円以内/月
研究研修手当 薬剤師 薬剤師 20,000円以内/月

支　　 給　　 実　　 績(平成23年度決算) 1,044 千円
職員１人当たり平均支給年額(23年度決算) 34 千円
支　　 給　　 実　　 績(平成22年度決算) 312 千円
職員１人当たり平均支給年額(22年度決算) 9 千円

手　当　名 内容及び支給単価

扶養手当

13,000

6,500

11,000

5,000

住居手当
12,000

27,000

通勤手当
55,000

2,000 24,500

管理職手当 15,000

10,000

手　当　名
一般行政職の
制度との異動

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（24年度決算）

支給職員１人当たり平均
支給年額（24年度決算）

85,500
円

扶養手当 ― ―
3,490 205,224千円

―
2,201

千円
122,277

円

住居手当 ― ―
171

千円

円

管理職手当 ― ―
600

千円
200,000

円

通勤手当 ―


